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※類似施設含まない

（出典）社会教育調査

※H20からは同種施設含む

（館数） （学級・講座数）

（６）社会教育施設の数と利用状況
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社会教育施設の現状（施設数及び活動の推移）

公民館数 及び 学級・講座数 の推移 図書館数 及び 貸出冊数 の推移

（館数） （貸出冊数，千冊）

※ R6は中間報告の数値である。

※ 施設数については各年１０月１日現在の数値であり、学級・講座数、貸出冊数については、前年度間の数値である。

※ H23の学級・講座数、貸出冊数には、岩手県、宮城県、福島県の数値は含まれない。

※ R3の学級・講座数、貸出冊数には、令和２年度の新型コロナウイルス感染症による開館制限等の影響が想定される。

H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23 H27 H30 R3 R6

公民館数 17,562 17,819 18,257 17,947 17,143 15,943 14,681 14,171 13,344 13,163 12,378

学級・講座数 179,484 182,308 263,798 341,212 410,014 448,864 375,934 348,519 363,935 227,936 278,582
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H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23 H27 H30 R3 R6

図書館数 2,172 2,396 2,592 2,742 2,979 3,165 3,274 3,331 3,360 3,394 3,400

貸出冊数 323,607 404,161 479,970 520,822 580,726 631,873 682,344 662,157 653,789 530,775 593,895
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昭和30年以前, 24 , 1%

昭和31～40年, 32 , 1%

昭和41～50

年, 216 , 6%

昭和51～60年, 

730 , 22%

昭和61～平成7年, 

978 , 29%

平成8～17年, 

822 , 24%

平成18年以降, 

592 , 17%

建築から40年以上が経過
⇒約30％（1,002館）
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昭和30年以前, 250 , 2%

昭和31～40年, 347 , 3%

昭和41～50年, 

1,680 , 14%

昭和51～60年, 

4,297 , 35%
昭和61～平成7年, 

2,711 , 22%

平成8～17年, 

1,597 , 13%

平成18年以降, 

1,348 , 11%

建築から40年以上が経過
⇒約54％（6,574館）

社会教育施設の現状（施設の老朽化）

公民館の建築年度別 施設数 図書館の建築年度別 施設数

（出典）令和３年度社会教育調査

ｎ＝3,394ｎ＝12,230



社会教育施設の現状（公民館のデジタル環境整備等）

（出典）「令和７年度社会教育施設におけるデジタル活用に関するアンケート調査」（文部科学省）

3

公民館における来館者が利用できるWi-Fi設備の整備状況

すべての施設で整備又は整備中 すべてではないがいくつかの施設で整備又は整備中

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和7年6月13日閣議決定） 重点施策一覧

［No.1-63］社会教育におけるデジタル技術の活用促進

・ 2024年度に実施した「社会教育施設のデジタル環境の整備等に関する調査」結果から、社会教育施設（公民館）においては、来館者が利用できる

Wi-Fi設備の整備や情報発信のためのデジタルツールの活用が課題である。

・ 地方公共団体に対する相談対応、アドバイザー派遣、情報提供等を行う事務局を設置し、デジタルの効果的な活用に取り組む自治体の伴走支援を行う。

45.4% 34.4% 2.6% 17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての施設で整備（整備中） 全てではないが、いくつかの施設で既に整備（整備中） 未整備だが、今後整備予定 未整備かつ、整備予定（次年度まで）なし

※自治体に対するアンケート結果

ｎ＝1,082



東根市公益文化施設 まなびあテラス（山形県東根市）

■施設概要／
図書館・美術館・市民活動支援センター

■具体的事例／
 図書館と美術館がそれぞれの事業・催事に

 連動したイベントを開催することで、集客力を
 互いに享受できるようになった。

（展覧会と連動した図書館での蓄音機ライブの開催）

① 複合施設としての相乗効果

オガールプラザ（岩手県紫波郡紫波町）

■施設概要／
図書館・地域交流センター・
子育て応援センター・民間施設

■具体的事例／
施設整備により、エリア内で200人の雇用が
生まれたとともに、エリア価値が高まったことで、
さらなる民間投資を生み、最寄り駅を中心に
人口が増加した。

③ 地域コミュニティの拠点づくり・にぎわいづくりへの貢献

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/gakugei/1387273.htm

（出典）社会教育施設の複合化・集約化事例集（平成30年 文部科学省）

民間の力の活用

和光市立図書館下新倉文館・下新倉小学校（埼玉県和光市）

■施設概要／
小学校・図書館・児童館

■具体的事例／
学校教育空間、地域開放空間との明確な
区分を保ちつつ、地域との交流や地域活動の
支援、地域の活性化に繋がる施設となっている。

④ 学校施設との複合化

（学校図書室とガラス1枚で隣接する図書館）

稲城市立ⅰプラザ（東京都稲城市）

■施設概要／
生涯学習コミュニティ施設・図書館・
児童青少年施設・ホール・市役所出張所

■具体的事例／
ＰＦＩ事業者独自の発想・ノウハウが発揮
された事業企画や、他の既存文化センター
及び地元団体との連携がなされている。

（施設外観（北東メイン入り口側））

② 民間の力の活用

社会教育施設の集約化・複合化

（オガールプラザ外観）
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サービス面

利用者数増加

サービスレベル
向上

新規利用者
獲得

従来利用者の
利用促進

社会教育関連

複合化関連
（他分野）

✓ （ハード面）PFIによる老朽施
設リニューアル

✓ （ソフト面）講座や蔵書の充実
による利用者数増加

✓ 民間知見による講座の充実化
✓ 開館時間の延長、窓口案内機

能の拡充、維持管理の充実 等

✓ 市民活動の支援機能等、他機
能との連携促進

✓ 来館者向けサービスの充実（飲
食、物販等）

具体例社会教育施設における効果の全体像（サービス面）

✓ 講座やイベント開催の活性化に
よる来館頻度向上

✓ 地元企業・地域資源とのコラボレ
ーション促進

5

官民連携等による社会教育施設の機能強化

➤ PPP/PFI導入により、講座の充実や地域資源との連携など、活動の充実やサービス向上が見込める

（出典）「令和６年度社会教育デジタル活用等推進事業」実施報告書（文部科学省）



財政面

収益増加

費用削減

有料サービス

単価向上

整備コスト削減

運営コスト削減

具体例社会教育施設における効果の全体像（財政面）

✓ 設計と施工の一体実施による
相互調整・効率化

✓ 飲食、物販等サービス提供
※他方、社会教育講座の対価は
 実費程度

✓ 音楽・演劇等多様な集客イベン
ト開催

✓ 隣接地や近接フロアへの賃貸住
宅、スーパーマーケット、物販施
設等の併設

✓ 効率的な維持管理を見越した
設計の実施

✓ 民間ノウハウによる維持管理の効
率化、地元人材の採用・育成

6（出典）「令和６年度社会教育デジタル活用等推進事業」実施報告書（文部科学省）

官民連携等による社会教育施設の機能強化

➤ PPP/PFI導入により、運営コストの削減や収益事業の実施など財政的なメリットも見込める
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【事例】プラッツ習志野（千葉県習志野市） 【0：要旨】

習志野市では、老朽化が進む駅周辺の公共施設の集約・再編にあたり、公民館や図書館等の施設と公園とを合わせた生涯学習複合施設
「プラッツ習志野」をPFI事業により実施。図書館の選書・レファレンスや公民館講座の企画等の業務は市の直営により社会教育の機能を維持
しつつ、施設の集約化や一括管理、長期を見据えた効率的な整備、人員配置の工夫等によって行政コストの抑制が図られている。

➢ 京成大久保駅周辺の公共施設の老朽化が進行し
ており、施設機能の強化・充実の必要性が高まって
いた。

➢ 習志野市初のPFI事業として「大久保地区公共
施設再生事業」を実施。R1に「プラッツ習志野」が
開館した。

➢ 財政負担の軽減（効率的な施設整備・運営）、
市民の利便性向上（市民の交流による地域の活
性化）、といった効果が挙がっている。

背景・目的

スケジュール

施設の概要

H

（財務面）
◆ 建設段階：近隣施設の集約・再編による効率化
◆ 管理運営：施設・設備・備品等の一括管理・長期管理、人員配置の工夫等による効率化／

管理運営費に図書購入費を含めているため、長期的に図書購入費を一定確保
（サービス面）
◆ 開館時間の拡大：図書館 9～17時 → ～20時（ラウンジは21時まで休館日も利用可）

公民館 9時～21時（事前予約の場合 7時～22時）
◆ 施設設備の充実：公民館・音楽室や工作室等の新設、オンライン予約システムの導入
◆ 地域活動の充実：フューチャーセンターの活動から共同イベント、商店街や大学等との連携した取組、入居者

の地域活動への参加促進による地域とのつながりづくり
◆ 貸出冊数・利用者数の増加：

図書館貸出冊数：358,596冊（H29）→450,840冊（R4）
公民館利用者数：116,350 名（H29）→ 149,504名（R4）

成果・効果

H27

H28

R1

R2

大久保地区公共施設再生事業
基本計画の策定

事業者の選定

第1期オープン

第2期オープン

（公共機能）
管理運営は民間の指定管理者が実施。
図書館の選書やレファレンス、公民館講座の企画や
相談対応等の業務は市が直営で実施

（民間付帯事業）
◆カフェ・スーパー

→施設利用者だけでなく利用可能
◆学生向け賃貸住宅

→入居者に地域活動への参加を求めるなど、
 収益事業として運営しつつ地域とのつながりを
重視

公民館・ホール
フューチャーセンター等

図書館

民間付帯施設
（カフェ・スーパー・

賃貸住宅）

鉄道駅
方面

7
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【事例】プラッツ習志野（千葉県習志野市）【2：PPP導入効果】

導入効果

財務面

サービス面

収益増加

費用削減

利用者数増加

サービスレベル向
上

有料サービス

単価向上

整備コスト削減

運営コスト削減

事業データ

事業手法
「公共施設再生基本方針」（H24）の

モデル事業として実施

事業内容 管理運営は指定管理者を指定

事業費 約44億円（整備費）

事業費調達方法 市債、SPCによる金融機関からの借入、市一般財源

事業期間

（PFI事業）

H28~R21（約22年5カ月）

（指定管理期間）

R1～R21（20年間）

事業スキーム

習志野市

習志野大久保未来
プロジェクト株式会社（SPC）

• 事業契約
• 指定管理協定
• 定期借地権

設定契約

市直営業務

新規利用者獲得

従来利用者の
利用促進

社会教育関連

複合化関連
（他分野）

公民館利用者数増加：116,350名(H29)→149,504名（R4）

市民活動の活性化（指定管理者が企画し、コンサート等の各種有料イベントを実施）
図書館貸出冊数の増加：358,596冊（H29）→ 450,840冊（R4）

フューチャーセンターやプレーパーク、学生向け賃貸住宅、カフェ、広場などの新たな機能導入、
市民ホールでの各種コンサート等開催による市民の芸術鑑賞機会の提供、
南館でのスポーツ教室の充実

指定管理者が施設の維持管理・運営を担当し、市職員は図書館の選書・レファレンス・
公民館講座の企画等の業務に集中

施設の複合化による共用部面積の共通化を通じた整備費の削減

：本事例に該当緑色 ：本事例に非該当灰色

千葉銀行

直接協定

融資契約

公民館・図書館
コア業務

発注

協力会社
（設計・工事監理・

施工・運営等）

発注

構成員
（運営・維持管理等）
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社会教育デジタル活用等推進事業

背景・課題

令和8年度予算額（案）   51百万円
(前年度予算額 50百万円）

➤ 公共施設のより効率的・効果的な整備・運営等に向けて、老朽化等が進む公民館等の社会教

育施設においても、民間の資金と創意工夫を活用するPPP/PFI等の活用を進めていく必要

がある

・ PPP/PFIアクションプランにおける具体化目標を達成するため、自治体への伴走支援を強化

➤ 社会の急速なデジタル化の中で、社会教育分野におけるデジタル化の遅れが顕在化し、公
民館等の社会教育施設のデジタル機能を強化し、 「リアル」と「デジタル」を組み合わせた効
果的な教育活動により、地域の教育力の向上を図る必要がある

➤ 地域コミュニティの基盤となる社会教育施設を活性化し、地方創生2.0を推進

事業内容 （令和5年度より実施）

（担当：総合教育政策局地域学習推進課）

３．ＰＰＰ／ＰＦＩアクションプラン推進の目標
（２）重点分野と目標 ⅱ）各重点分野における取組
⑥文化・社会教育施設

令和４年度から公共施設等運営事業等の活用に向けた取組を抜本的に強化し、令和８年度
までに１０件の具体化を目標とする。さらに、令和１３年度までに３５件の具体化を狙う。

PPP/PFI推進アクションプラン（令和7年改定版）
（R7.6.4 民間資金等活用事業推進会議決定）

経済財政運営と改革の基本方針2025（令和7年６月13日閣議決定）

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針（４）戦略的な社会資本整備の推進
 （ＰＰＰ／ＰＦＩの推進）

公共サービスを効率的・効果的に提供するＰＰＰ／ＰＦＩについて、改定アクションプランに掲
げる目標を着実に達成することを目指し、ウォーターＰＰＰ等の重点分野における伴走支援体制
の構築や、検討手続の効率化・検討期間の短縮化を推進する。

〇 社会教育施設のPPP/PFI等の活用・デジタル機能強化への支援 （民間団体向け委託 × １か所）

社会教育施設の整備や運営におけるPPP/PFI等の活用、デジタル環境の整備やその効果的な活用を促進するため、全国をカバーする支援体制を構築し、地方公共団体等からの相

談対応や専門家派遣、導入可能性調査等の検討支援、情報発信などの伴走支援を実施 →令和８年度は自治体への個別案件支援の更なる加速

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）、目指すべき姿

・ 地方公共団体の伴走支援を行う事務局の設置

・ PPP/PFI等の活用に向けた伴走支援の実施

・ デジタル機能強化に向けた伴走支援の実施

社会教育施設を拠点とした、地域住民が主体的に学べる教育環境の実現

（地域課題解決に向けた取組の充実、効果的・効率的な施設運営、社

会教育施設が地域コミュニティの基盤として機能）

・ 社会教育施設におけるデジタルの効果的な活用やPPP/PFIの

導入を検討する自治体数の増加

・ PPP/PFIの活用やデジタル環境の整備等を行う施設の増加

文部科学省

アドバイザー事務局

委託 相談・報告

・ 相談窓口の開設

・ 専門家派遣の実施

・ 説明会・研修会等の実施

・ 個別案件形成支援

・ 支援方策や事例等の収集・分析

・ Webサイト、手引書等の活用による情報発信

地方公共団体
（公民館・図書館等）

・ 社会教育施設のより効果的・効率的な整備・運営を検討
（施設の複合化、官民連携による施設・設備整備、運営等）

・ デジタルを活用したより効果的な取組等の実施を検討
（ICT等を活用した地域課題解決の取組の実施等）  等

支援方策・事例の紹介
専門家派遣による助言
説明会・研修会の実施
個別案件に対応した支援
調査・効果分析 等

メール・電話等で相談

➤ PPP/PFI等の活用による取組の質・利便性等の向上、行政コストの削減
➤ デジタルの活用による取組の質・利便性の向上、地域課題の解決 等

データ
蓄積

Webサイト

研修会

相談窓口

専門家派遣
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相談窓口→ r07_digitalppp@chodai.co.jp

また、公民館や図書館などの社会教育施設における官民連携・デジタル活用について、
相談を受け付けています。まずはメールで相談いただき、その後は電話や対面などでも支援します。

相談内容の例

・社会教育施設の維持管理、運営の課題を相談したい
・社会教育施設の老朽化に対する建替方法について相談したい
・社会教育施設に対するPPP/PFIの導入に関して相談したい
・社会教育における効果的なデジタル化の推進について相談したい

その他何でも相談
してください！

※支援事務局 ㈱長大

https://kominkan-support.mext.go.jp/

・社会教育施設における官民連携とは？
・自治体への支援方策
・先進事例・調査研究の紹介

HPへの掲載内容

専用HP・相談窓口を開設
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